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１．はじめに
わが国の四半期情報の開示は、まず新興企業市場への導入として始まった。平成11年
（1999年）11月、東京証券取引所（以下、東証という）は新興企業を対象にしたマザーズ
市場を開設し、マザーズ上場会社に対して四半期情報の開示を義務づけた。また、平成12
年（2000年）５月には、大阪証券取引所はナスダック・ジャパン（現ヘラクレス）市場を
開設し、ナスダック・ジャパン上場会社に対して同様に四半期情報の開示を義務づけてい
る。さらに、店頭登録市場においては、成長段階にある会社向けの登録基準である「２号
基準」によって公開する会社は、四半期ごとの事業の推進状況の開示が義務づけられてい
たが、日本証券業協会は、平成12年７月に「四半期開示の推進について」を公表し、全店
頭登録企業を対象に当面は任意という形であるが四半期開示を義務づける方向を明確にし
た。その後、東証は、市場第一部・第二部を含む上場会社への四半期開示の導入を段階的
に推し進めてきた。
四半期開示は、各証券取引所等の自主規則に基づくものであり、証券取引法等の法律に
よって規定されたものではない。また、開示内容の信頼性の保証ということについては問
題があり、虚偽記載に対する証券取引法上の罰則や民事責任の規定も適用されない。
そこで、情報の適時開示は世界の潮流でもあり、上場会社の決算報告を年２回から４回
にすべきとの金融審議会の報告書を踏まえ、金融庁は、平成18年（2006年）３月13日に証
券取引法の改正案を通常国会に提出した。平成18年６月７日、「証券取引法等の一部を改
正する法律」が成立し、現行の証券取引法が「金融商品取引法」へ全面的に移行されるこ
とになり、そこで四半期情報開示の法制度化が明確になった。四半期報告制度は、同法第
24条の４の７で規定され、内閣総理大臣宛に四半期報告書の提出が義務付けられ、平成20
年（2008年）４月１日以降開始する事業年度の会社から適用されることとなった。
四半期情報の開示が義務化されることにより、企業業績等に係る情報がより適時に開示
されると共にその情報の信頼性の保証が投資家等にとってますます重要となってきた。
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そこで、本稿では、わが国の四半期情報開示の現状を概観し、次いで四半期情報の信頼
性の保証について論究する。
２．わが国の四半期情報開示の現状
わが国の四半期情報開示への対応について、東京証券取引所、金融庁金融審議会および
企業会計基準委員会のそれぞれについて見てみることにする。
（１）東京証券取引所の四半期情報の開示について
東京証券取引所は、平成14年（2002年）６月に「四半期財務情報の開示に関するアクシ
ョン・プログラム」を公表し（1）、市場第一部・第二部を含む上場会社への四半期開示の導
入を段階的に推し進めた。すなわち、平成15年（2003年）４月１日より開始する連結会計
年度からは、売上高を中心とする四半期業績の概況の開示を上場会社に義務付け市場第一
部および第二部上場会社等に対して、平成16年度（2004年度）４月１日より開始する連結
会計年度から、一定の経過措置を設けつつ「四半期財務・業績の概況」の開示を原則とし
て義務付けている。つまり、「四半期財務・業績の概況」の開示義務付けには３年間の猶
予期間が設けられているので、実際に義務付けられるのは、平成19年（2007年）４月から
である。
そして、東証は、平成18年（2006年）３月期上場会社の第３四半期における財務・業績
の概況の開示状況について調査を実施し、その結果を３月10日付けで公表した（2）。その概
要は、以下のとおりである。
（1）調査対象会社
市場第一部および第二部上場等1731社
（2）当第３四半期における開示内容の内訳
四半期財務・業績の概況の開示においては、上場会社の属する企業集団の四半期財
務情報の開示が必要となり、連結ベースの売上高、営業利益、経常利益、四半期（当
期）純利益、総資産および株主資本の額の各項目の開示並びに（要約）貸借対照表お
よび（要約）損益計算書の添付が原則として求められる。なお、「四半期財務・業績
の概況」の開示を行った会社数は、経過措置の摘要を受けて「四半期業績の概況」の
開示を行った会社数131社（7.6％）に対して1,600社（92.4％）に上る。
（3）四半期財務・業績の概況の開示
①　平均開示所要日数
・「四半期財務・業績の概況」の開示会社の平均開示所要日数：35.4日
②　開示する情報の連結・個別の別
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・連結財務諸表作成会社のうち連結のみ：983社
・連結財務諸表作成会社のうち連結および個別：521社
・連結財務諸表非作成会社：96社
③　開示項目（キャッシュ・フローの状況の開示）
・キャッシュ・フローの状況を開示した会社数：985社（61.6％）
④　添付資料（キャッシュ・フロー計算書、セグメント情報の添付）
・キャッシュ・フロー計算書を添付した会社数：948社（59.3％）
・セグメント情報を添付した会社数：809社（53.8％）
・連結剰余金計算書を添付した会社数：478社（31.8％）
⑤　開示対象期間
・期初から９か月間の累計値を記載する会社数：1379社
・期初から９か月間の累計値と直前３か月間の数値を記載する会社数：221社
⑥　業績予想
・業績予想に関する記載あり：1561社
・予想数値の記載あり：1322社
・前回予想数値から見直しあり：393社
⑦　四半期財務情報作成に当たっての簡便な方法の採用
・会計処理の方法に一部簡便な方法を採用している旨の記載があった会社数：1138
社（71.1％）
＊比率は、四半期財務・業績の概況の開示会社を分母とする。
（２）金融庁金融審議会金融分科会の四半期情報開示について
金融審議会金融分科会第一部会ディスクロージャー・ワーキング・グループは、平成16
年10月以降、我が国のディスクロジャー制度のあり方について幅広い検討を進めてきた。
そして、平成17年６月28日に開催された第32回金融審議会金融分科会第一部会で、当ワー
キング・グループの報告書「ディスクロジャー・ワーキング・グループ報告―今後の開
示制度のあり方について―」が明らかにされた（3）。
当ワーキング・グループは、その報告の概要の中で、企業業績等に係る情報をより適時
に開示することが求められている状況の下、証券取引所で行われている四半期開示を証券
取引法上の開示としても位置づけるため、下記のような方向で整備を図っていくことが適
切であるとして四半期開示のあり方を示している（4）。
（1）四半期開示の対象会社は、上場会社を基本とする。
（2）開示時期は、四半期終了後、最低45日以内とした上で、できる限りその短縮化を図
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る。
（3）開示内容は、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計
算書および四半期セグメント情報並びに非財務情報とし、原則連結ベースで記載する。
（4）四半期財務諸表に係る作成基準の一層の整備を図る。
（5）四半期財務諸表の保証手続としてレビューの導入を図ることとし、レビュー手続に
係る保証基準の整備を図る。
（6）四半期開示を証券取引法上の制度として位置づけていくに当たって、次の要件が満
たされることを前提に、半期報告制度を廃止し、四半期報告制度に統一することを検
討する。
①　財務情報が投資判断を行うために必要な詳しさのものとなること。
②　必要な非財務情報が開示されること。
③　必要に応じて単体情報についても開示されること（特に、第２四半期）。
④ 開示企業の内部統制が適正に確保されていることを前提に、公認会計士等による
レビュー手続が投資者の信頼を十分に確保した形で実施されること。
（３）企業会計基準委員会の四半期情報開示について
企業会計基準委員会（以下、「基準委員会」という）は、平成17年７月に四半期会計基
準専門委員会（以下、「専門委員会」という）を設置し、四半期財務諸表の作成基準の検
討を始めた。そして、平成17年12月27日に「四半期財務情報の作成基準に関する論点の整
理」（以下、「論点整理」という）を公表した（5）。これは、前述の金融審議会金融分科会第
一部会ディスクロージャー・ワーキング・グループが明らかにした報告書の中で「四半期
開示のあり方」が示されたことを踏まえ、専門委員会が四半期財務諸表の作成基準につい
て検討をしてきたものを基準委員会がその方向性について「論点整理」として取りまとめ、
広く一般から意見を得ることを目的に公表したものである。
「基準委員会」は、「論点整理」の公表にあたり次のような内容の主要論点を挙げている。
（1）四半期財務諸表の性格
実績主義を基本とすることでよいか。
（2）四半期財務諸表の構成
四半期財務諸表は、金融審議会報告書で示された連結ベースの四半期貸借対照表、
四半期損益計算書および四半期キャッシュ・フロー計算書でよいか。また、株主資本
等の変動に関する情報については、重要な変動があった場合にその内容を注記情報と
して開示することでよいか。
（3）四半期損益計算書関係の情報開示（損益計算書、１株当たり利益、セグメント情報）
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第２四半期および第３四半期の四半期損益計算書関係の情報は、財務諸表利用者の
開示ニーズ等を踏まえ、期首から当該四半期会計期間末までの累積情報に加え、当該
四半期会計期間の３か月情報も開示を求めることとするかどうか。
また、３か月情報の開示の要否にもよるが、四半期決算手続について、「四半期単
位積上げ方式」を基本としつつ、「累積差額方式」も一定の要件（例えば、在外子会
社等通じた海外事業に係る為替換算の影響が重要な場合など、差引計算での３か月情
報が経済的実態を見誤らせるおそれのある場合には、適切な開示に向けた対応を要す
ること）を設けた上で容認することが考えられるかどうか。
（4）四半期特有の会計処理
「実績主義」の例外的処理として、原価差異の繰延処理と後入先出法の売上原価修
正を「四半期特有の会計処理」として認めることでよいか。
（5）開示の適時性や迅速性のための簡便的な会計処理
開示の適時性や迅速性の観点から、財務諸表利用者の判断を誤らせない範囲で、ど
のような簡便的な会計処理が認められるか。
（6）第２四半期以降に自発的に会計方針を変更する場合の取扱い
事業年度と四半期会計期間および四半期会計期間相互間の会計方針の首尾一貫性を
確保する観点から、会計方針の変更（表示区分の変更を含む）は、原則として、第１
四半期に行うべきである。しかし、正当な理由により第２四半期以降に自発的に会計
方針を変更する場合には、過去の四半期財務諸表を遡及して再表示するか、それとも、
変更の影響を注記するのみでよいか。
また、重要な誤謬を発見した場合や、企業結合に持分プーリング法を適用した場合
の企業結合日前の四半期財務諸表における対応などについても、同様の観点から検討
する必要があると考えるがどうか。
（7）注記情報
過去に開示された情報は、情報通信技術の発達により容易に入手できる状況にある
ことや、開示の適時性や迅速性が求められている点も踏まえ、直前事業年度の財務諸
表等の注記項目で重要な変動がないものは、一部の項目を除き、記載を省略できるこ
ととし、企業の財政状態や経営成績を理解する上で重要な事項に限定して開示を求め
ていくことでよいか。
これらについて、専門委員会が、論点整理に対するコメント分析を行い、四半期財務諸
表に関する会計基準とその適用指針の草案を検討してきた。
その後、平成18年11月１日付けで、企業会計基準委員会から公開草案第16号「四半期財
務諸表に関する会計基準（案）」と適用指針公開草案第20号「四半期財務諸表に関する会
四半期開示と信頼性の保証
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計基準の適用指針（案）」が公表された。そして、公開草案に対する意見を募り、平成18
年度中を目途に最終決定する見通しである。
３．四半期財務情報に対する信頼性の保証
わが国の四半期情報に対する信頼性の保証については、東京証券取引所および金融庁企
業会計審議会監査部会はそれぞれ次のような対応をしている。
（１）東京証券取引所における四半期財務情報に対する信頼性の保証
東京証券取引所は、平成11年11月11日にマザーズ市場を開設し、その上場会社に対して
第１四半期および第３四半期における業績の概況の開示を義務付け、併せて会社の監査人
である公認会計士等による意見表明の報告書の提出を求めた。そして、意見表明のための
基準として、「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」（以下「意見表明基準」とい
う）を設定し（6）、その中で監査人による意見表明は、四半期財務諸表が中間財務諸表作成
基準または中間連結財務諸表作成基準に準じた基準に照らして、有用な情報を表示してい
るか否かについて、限定的な保証を与えることを明確にしている。この公認会計士等によ
る意見表明に係る業務は、法令に基づくものではないが、わが国で初めて監査以外の保証
業務が制度として導入されたものである。
その後、東証は、市場第一部・第二部を含む上場会社への四半期開示の導入を段階的に
推し進めた。すなわち、平成15年４月１日より開始する連結会計年度からは、売上高を中
心とする四半期業績の概況の開示を上場会社に義務付け、さらに、平成16年４月１日より
開始する連結会計年度からは、より詳細な四半期財務情報の開示を必要とする四半期財
務・業績の概況の開示を上場会社に義務付けた。そして、開示内容の正確性を確保する観
点から、必要に応じ公認会計士または監査法人による適切な関与を得ることについて、上
場会社各社への要請を行うとともに、開示された四半期財務・業績情報に係る公認会計士
または監査法人による関与または保証についても、重要な課題の一つとして制度的な対応
を検討していくとしている。
そして、東証は、平成16年10月１日時点で、マザーズを除く上場2,134社に対して四半
期開示制度についての対応状況や四半期開示に関する意識調査を行った。その中で、「監
査法人等の関与」について以下の質問をし、その結果を得ている（7）。
（1）「平成16年度第１四半期の四半期財務諸表の作成において、監査法人・公認会計士
からどのような関与を受けましたか（受ける予定ですか）」
ａ．中間監査に準じた手続
ｂ．マザーズの意見表明手続に準じた手続
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ｃ．米国におけるレビュー手続
ｄ．特定の基準に基づかない確認手続
ｅ．関与を受けなっかた
ｆ．未定
（2）「四半期財務諸表に対して監査法人・公認会計士による監査・レビュー等の保証手
続が整備される必要があるとお考えですか」
ａ．中間監査と同等の保証手続が必要である
ｂ．開示の迅速性、会社の実務負担に配慮したレビュー手続であれば導入することが
望ましい
ｃ．導入されないほうがよいが、開示の迅速性、会社の実務負担に考慮したレビュー
手続であれば導入されてもかまわない
ｄ．導入すべきではない
ｅ．どちらでもよい
そして、これらの質問についての回答を、次の円グラフで示している。
このように、平成16年度第１四半期では、東証に上場する内国会社2,134社（マザーズ
を除く）のうち回答を得た1,484社について、四半期財務諸表の信頼性について監査法人
等の関与を受けた会社は672社（43.3％）に過ぎず、その内容も「特定の基準に基づかな
い確認手続」というやや不明確な内容の関与が500社（33.7％）も占めていた。
その一方で、監査法人等による監査・レビュー等の保証手続が整備される必要性を認め
ている会社は、条件付で容認する会社も含めると1,302社（87.7％）にも達している。
（２）企業会計審議会・監査部会における四半期レビュー基準の審議状況
企業会計審議会は、平成17年（2005年）１月に監査部会を編成し、金融審議会における
四半期開示と信頼性の保証
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（2） 
a 18社1.2％ 
未回答 8社0.5％ 
b 726社 
   48.9％ c 558社 
   37.6％ 
d 126社8.5％ 
e 48社3.2％ 
（1） 
a 119社8.0％ 未回答 9社0.6％ 
d 500社 
   33.7％ 
e 771社 
   52.0％ 
f 32社2.2％ b 21社1.4％ 
c 32社2.2％ 
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四半期開示をめぐる議論の動向を踏まえ、必要に応じ四半期レビュー基準の策定を行うこ
ととした（8）。こうした中、金融審議会金融分科会第一部会ディスクロージャー・ワーキン
グ・グループは、平成17年６月28日にワーキング・グループ報告書を明らかにし、その中
で四半期財務諸表の保証手続としてレビューの導入を図り、レビュー手続に係る保証基準
の整備を図ることが適切であると指摘している（9）。
このような指摘を受け、企業会計審議会・監査部会（以下、監査部会と呼ぶ）は、四半
期レビューに関する審議を始めた。四半期レビューをテーマとする監査部会は、これまで
（平成18年11月８日まで）に、第11回（平成17年９月９日）、第13回（平成17年11月11日）、
第14回（平成18年７月７日）および第15回（平成18年11月７日）（10）の４回開催されてい
る。
第11回監査部会では、①四半期レビューをめぐる状況等について、②中間監査基準につ
いて、③「マザーズ上場企業等の四半期財務諸表に対する意見表明業務」（研究報告）に
ついて、④国際レビュー基準・米国レビュー基準について、が議題として挙げられ質疑お
よび意見交換が行われている。この部会では、特に、マザーズ上場企業等の四半期財務諸
表に対する意見表明業務で用いられている有用性概念について、国際レビュー基準
（ISRE2410）や米国レビュー基準（SAS100）における四半期財務諸情報の消極的保証と
の比較、またわが国の中間財務諸表制度との関係について議論された。また、同一監査人
によるレビュー手続と年度監査手続との関係についても指摘された。
第13回監査部会では、①「適切なディスクロージャーと厳正な会計監査の確保に向けた
対応策について」、②四半期会計基準の検討状況について、③四半期レビューのあり方を
検討していく場合の留意点について、が議題として挙げられている。
この部会では、四半期レビューのあり方を検討していくに当たっては、四半期会計基準
の検討がどのようになっているかの理解が不可欠ということで、企業会計基準委員会側か
ら四半期会計基準の検討状況の説明が行われている。
また、③の四半期レビューのあり方を検討していく場合の留意点については、事務局か
ら示された案（11）について質疑および意見交換が行われている。事務局案は、その留意点
の中で大きな項目として、（1）レビューの目的と（2）四半期財務諸表の信頼性を確保するた
めの方策、の２点を挙げている。そして、レビューの目的のところで、証券取引法第193
条の２に基づく財務書類の公認会計士等の「監査証明」および公認会計士法第２条第１項
の「財務書類の監査または証明」を規定した法律の枠組みの下で、四半期財務諸表の監査
証明業務（レビュー）の信頼性を確保することが必要であるとした上で、次の点をどのよ
うに考えるかとして２点挙げている。１点目は、レビューは、「真実かつ公正な外観」に
関する保証とするか、あるいは「会計基準への準拠性」に関する保証とするか、２点目は、
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仮に、「真実かつ公正な外観」に関する保証とした場合、レビューは、「有用性」に関する
保証とするか、あるいは「適正性」に関する保証とするか。また、この点について、会計
基準における「実績主義」および「予測主義」との関係をどのように考えるか、である。
ここでは、特に、事務局が示した監査証明業務（レビュー）という表記の仕方に関連して、
①監査証明業務の中でのレビューの位置づけ、②「監査または証明」と「監査証明」、③
保証業務の概念的枠組みに関する意見書（12）を基礎にした検討の必要性などが指摘されて
いる。また、「真実かつ公正な外観」に関連して、①この概念を取り入れることの意味、
②国際監査基準型のネガティブアシュアランスとするか米国型の手続準拠性についてのネ
ガティブアシュアランスとするかを、保証業務の概念的枠組みとの関係を考えながら審議
する必要性、③四半期財務諸表を作る目的、開示内容、レビュー報告の対象等が明確にな
ることが先決であることなどが指摘されている。
さらに、第14回監査部会では、①四半期報告制度の概要について、②四半期会計基準の
検討状況について、③四半期レビューの考え方（案）について、が議題として挙げられて
いる。このうち、①の四半期報告制度の概要については、本年６月７日に可決成立した証
券取引法等の一部を改正する法律により、証券取引法が金融商品取引法に改組され、四半
期報告制度が新設されることになったが、その概要についての説明が、また、②の四半期
会計基準の検討状況については、四半期会計基準の現在の検討状況について企業会計基準
委員会側からの説明がなされ、これらについて質疑応答が行われている。
そして、③の四半期レビューの考え方（案）については、次のような案が事務局から示
されている（13）。この案は、四半期レビューの概要、四半期レビューの実施、四半期レビ
ュー報告、から構成されており、まず、四半期レビューの概要のところでは、①四半期レ
ビューは、四半期財務諸表の適正性に関する消極的な保証の形をとるものであること、②
四半期レビューは、四半期財務諸表に重要な虚偽表示がないということについて年度監査
と同様の保証を得ることを目的に設計されてはいないということ、③四半期レビューは、
年度監査を前提に実施され、年度監査での重要な着眼点は四半期レビューでも検討され、
四半期レビューの結果は年度の監査計画に反映されるということ、の３事項が示されてい
る。
次に、四半期レビューの実施のところでは、次のような項目を挙げ説明している。
年度の監査計画とレビューの計画の関係として、①内部統制を含む、企業及び企業環境
の理解、②監査の過程でのリスクの評価の変更及びレビュー計画への影響、について、ま
た、四半期レビューの手続については、③四半期レビュー手続、④質問、⑤分析的手続、
⑥四半期財務諸表の作成の基礎、⑦追加的な手続、について、さらに、⑧継続企業の前提、
⑨経営者の確認書、⑩経営者等へ伝達と対応、⑪他の監査人等の利用、について説明して
四半期開示と信頼性の保証
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いる。
そして、四半期レビュー報告のところでは、次の項目を挙げ説明している。
報告の基本的なこととして、①結論の表明と②審査、について、また、報告書の具体的
な記載方法については、③四半期レビュー報告書の記載区分、④除外事項のない場合、⑤
結論に関する除外事項のある場合、⑥否定的結論、⑦レビュー範囲の制約に関する除外事
項のある場合、⑧結論表明が行えない場合、について、さらに、⑨将来の帰結が予測し得
ない事象等、⑩継続企業の前提、⑪追記情報、について説明している。
この案をたたき台に質疑が行われ、とりわけ次のような質問や意見が出ている。すなわ
ち、①監査証明の中にレビューも含まれるのか、②四半期会計基準（案）の目的の中の
「有用」な情報の開示と、四半期レビューの考え方（案）の中の適正表示に関する監査人
の消極的意見の表明との関係、③四半期レビューでの否定的結論が、年度監査では不適正
となり上場廃止の対象になるのか、④期中における監査人交代への対応について、⑤品質
管理基準と四半期レビューとの関係、⑥レビューの遡及と責任、⑦意見表明の仕方につい
て、などである。
４．四半期レビューの論点について
監査部会での論議にあるように、四半期レビューに関する論点はいくつかあるが、その
うちここでは以下のものを取り上げた。
（１）監査証明とレビュー
証券取引法は「監査証明」、公認会計士法は「監査または証明」という表現をしており、（14）
また、「財務情報等に係る保証業務の概念的枠組みに関する意見書」では、「監査水準には
至らないが一定の信頼性が確保できる業務として、いわゆるレビュー業務の必要性が増大
している」（15）とある。
監査証明とレビューの関係について、企業会計審議会の事務当局は次のような見解を持
っている。それは、「証券取引法第193条の２の規定の解釈の問題である。保証業務の概念
的整理では、保証という概念のもとに監査とそれ以外のものがあるというという整理をし
ているが、法令用語としての監査には、財務書類をチェックする行為はすべからく監査と
して表現されているので、当然レビューも監査の中に含まれる。したがって、証券取引法
でいう監査証明の中にはレビューも含まれる」（16）というものである。
この問題については、法令用語と保証業務の概念的整理との間に、用語の使い方が必ず
しも同じでない部分があるので、法令用語においても保証業務の概念的整理を踏まえた表
記にした方が良いと思われる。
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（２）有用性と結論の表明
①　有用性について
マザーズ上場企業の四半期財務諸表に対する意見表明業務は、レビューに相当する業務
として説明されている。「意見表明基準」の３．目的のところでは、「監査人は、四半期財
務諸表が中間財務諸表作成基準又は中間連結財務諸表作成基準に準じた基準に照らして、
会社の当該四半期会計期間に関する有用な情報を表示しているか否かについて、一般に公
正妥当と認められる監査の基準又は中間監査の基準に準拠した監査の場合に比して限定的
な保証を与えることを目的として意見表明等を実施する」（17）と述べている。
監査人は、四半期財務諸表が有用な情報を表示しているか否かについて、限定的な保証
を与えることを目的として意見表明を行うが、限定的保証と言いながら有用性があるかど
うかについて積極的意見表明の形式をとっている。
そもそも、「有用」という用語は、昭和52年（1977年）に公表された「半期報告書で開
示すべき中間財務諸表に関する意見書」の中で初めて用いられ、平成10年（1998年）に中
間（連結）財務諸表作成基準が改訂され、予測主義から実績主義に変更された後も「有用」
という用語は残った。中間財務諸表の目的が有用な情報の提供なので、中間（連結）財務
諸表作成基準に準拠するマザーズの四半期財務諸表に対する意見表明業務は、有用性の意
見表明になってしまう。有用か否かは、情報の利用者が判断する問題なので、中間財務諸
表の目的を有用な情報の提供としない方がよいと思う。
第14回監査部会（７月７日）の資料として出された企業会計基準委員会の「四半期財務
諸表に関する会計基準（案）」では、その目的のところで、「本会計基準は、四半期財務諸
表に適用される会計処理及び表示を定めることを目的とする。四半期財務諸表は、四半期
会計期間に係る企業集団又は企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に
関し、財務諸表利用者に対して有用な情報を適時に提供するものでなければならない」（18）
と表現されていたが、11月１日付で公表された公開草案第16号「四半期財務諸表に関する
会計基準（案）」では、四半期会計基準の目的を、「本会計基準は、四半期財務諸表に適用
される会計処理及び開示を定めることを目的とする」（19）として、後半の有用な情報の提
供に関する記述が全部削除されている。
②　結論の表明
第15回監査部会の資料、四半期レビュー基準（案）によると、「四半期レビューの目的
は、経営者の作成した四半期財務諸表について、一般に公正妥当と認められる四半期財務
諸表の作成基準に準拠して、企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を
適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかったか
四半期開示と信頼性の保証
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どうかに関し、監査人が自ら入手した証拠に基づいて判断した結果を結論として表明する
ことにある」（20）と述べられている。
このような、消極的形式による結論の表明は、企業会計審議会の「財務情報等に係る保
証業務の概念的枠組みに関する意見書」や国際監査・保証基準審議会の国際レビュー業務
基準2410においてみられるところである。
企業会計審議会の「財務情報等に係る保証業務の概念的枠組みに関する意見書」におい
ては、財務情報のレビュー業務を「経営者が財務諸表を一定の作成基準に従って作成して
いるかどうかについて、業務実施者が自ら入手した証拠に基づき判断した結果を、財務情
報が当該作成基準に従って作成されていないと認められる事項が発見されなかったとの消
極的形式によって結論を報告する」（21）ことであると述べている。
また、国際監査・保証基準審議会（IAASB）の国際レビュー業務基準2410（ISRE2410）
は、レビューの目的を、「レビューにより、期中財務情報が、すべての重要な点において、
適用可能な財務報告のフレームワークに準拠して作成されてないと監査人に信じさせる事
項が、監査人の注意を喚起したかどうかの結論を監査人が表明できるようにすることにあ
る」（22）と述べている。
限定的保証業務であるレビュー業務は、消極的形式による結論の報告を行うかたちをと
り、合理的保証業務に比べて保証水準が低く設定されている。
（３）遡及再表示とレビューの遡及
○会計処理の原則及び手続を変更した場合と遡及再表示
会計処理の原則及び手続を変更した場合の対応方法には、大きく分けて2つの考え方
がある（23）。
（1）会計処理の原則及び手続を変更した影響額は変更した四半期会計期間に負担させ、
変更前の会計処理の原則及び手続を当該四半期会計期間に適用した場合の影響額等を
注記するという考え方
（2）変更後の会計処理の原則及び手続を遡及適用した情報を開示するという考え方
①　既に開示している四半期財務諸表の遡及再表示を行う方法
② 四半期財務諸表の遡及再表示を行わないが、変更後の会計処理の原則及び手続を
適用した場合の既に開示している四半期財務諸表への影響額を注記する方法
四半期会計基準（案）は、「我が国における遡及再表示を行わない実務慣行や監査制度
を踏まえ、年度の期首に遡って遡及再表示をした四半期財務諸表の開示は求めず、その旨、
その理由及び既に開示した四半期会計期間への影響額の注記を行うこととした」（24）とし
て、（1）と（2）の②の考え方を採っている。したがって、四半期財務諸表の遡及再表示は求
－ －12
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めないということであるから、四半期レビュー報告書の遡及再表示は行われないない。し
かし、会計方針を変更した四半期のレビュー報告書において、追記情報としての記載が必
要になる。
○当年度に発生した重要な誤謬について、誤謬の発生した四半期に遡及して再表示する
場合
重要な誤謬の訂正についての考え方には、大きく分けて２つある（25）。
（1）既に開示した四半期会計期間の遡及表示を行わず、重要な誤謬を発見した四半期会
計期間の特別損益に計上するという考え方
（2）既に開示した四半期会計期間に起因するものは、当該四半期会計期間に負担させ遡
及再表示するという考え方
四半期会計基準（案）は、「重要な誤謬は、証券取引法に基づく開示上、過年度に係る
部分も含め、訂正報告書の提出事由に該当して修正再表示が行われることになると考えら
れ」（26）るとしているので、レビュー報告書での遡及修正意見が必要になってくる。
５．おわりに
平成11年11月、マザーズ上場企業を対象に始まったわが国の四半期情報の開示と監査
人による意見表明業務は、ナスダック・ジャパンや各地方の振興企業市場においても同様
に求められていった。また、東京証券取引所も市場第一部・第二部上場会社に対して四半
期財務・業績の概況の開示義務づけと、公認会計士等の適切な関与を求めた。しかし、四
半期開示は、各証券取引所等の自主規則に基づくものであり、証券取引法等の法律によっ
て規定されたものではなく、また、開示内容の信頼性の保証ということについても一様で
はなかった。
平成18年６月７日、金融庁が国会へ提出していた「証券取引法等の一部を改正する法律」
が成立し、現行の証券取引法が「金融商品取引法」へ移行されることによって、四半期情
報開示の法制度化が明確になった。
金融庁は、それより前にディスクロージャー・ワーキング・グループ報告書で四半期開
示のあり方を示し、その中で示された四半期財務諸表の作成基準については企業会計基準
委員会が、レビュー基準については企業会計審議会監査部会がそれぞれ策定作業を進めて
きた。企業会計基準委員会は、11月１日付けで公開草案第16号「四半期財務諸表に関する
会計基準（案）と適用指針公開草案第20号「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針
（案）」を公表し、意見を募り年度内に最終決定をする予定である。また、企業会計審議会
監査部会は、11月７日に開催された部会では資料として「四半期レビュー基準（案）」が
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配付されており、近々草案として公表されるものと思われる。
注
（１）株式会社東京証券取引所「四半期財務情報の開示に関するアクション・プログラム」平成14年６月
27日。
（２）株式会社東京証券取引所「平成18年３月期決算会社における第３四半期財務・業績の概況の開示状
況について」平成18年３月10日。
（３）金融審議会金融分科会第一部会「ディスクロジャー・ワーキング・グループ報告―今後の開示制
度のあり方について―」平成17年６月28日。
（４）金融審議会金融分科会第一部会「ディスクロジャー・ワーキング・グループ報告の概要―今後の
開示制度のあり方について―」平成17年６月28日。
（５）企業会計基準委員会「四半期財務情報の作成基準に関する論点の整理」平成17年12月27日。
（６）東京証券取引所「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」中の「別
添　四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」平成11年９月１日。
（７）株式会社東京証券取引所「四半期開示に関するアンケート調査結果」平成16年11月11日、10頁。
（８）企業会計審議会「企業会計審議会の今後の運営について」平成17年１月28日。
（９）金融審議会金融分科会第一部会「ディスクロジャー・ワーキング・グループ報告―今後の開示制
度のあり方について―」平成17年６月28日。
（10）平成17年11月８日の時点では、第15回監査部会の議事録は公開されていなかった。
（11）企業会計審議会第13回監査部会資料４「四半期レビューのあり方を検討していくに当たっての留意
点（案）」平成17年11月11日。
（12）企業会計審議会「財務情報等に係る保証業務の概念的枠組みに関する意見書」平成16 年11月29日。
（13）企業会計審議会第14回監査部会資料３「四半期レビューの考え方（案）」平成18年７月７日。
（14）証券取引法第193条の２および公認会計士法第２条の規定。
（15）企業会計審議会「財務情報等に係る保証業務の概念的枠組みに関する意見書」の一　審議の経緯等
の１審議の背景の（2）、平成16 年11月29日。
（16）企業会計審議会第14回監査部会議事録、平成18年７月７日。
（17）東京証券取引所、前掲資料、「別添　四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」平成11年９月1
日、258頁。
（18）企業会計審議会第14回監査部会資料２－２「四半期財務諸表に関する会計基準（案）」平成18年７
月７日。
（19）企業会計審議会「企業会計審議会公開草案第16号　四半期財務諸表に関する会計基準（案）」平成
18年11月１日。
（20）企業会計審議会第15回監査部会資料「四半期レビュー基準（案）」平成18年11月７日。
（21）企業会計審議会「財務情報等に係る保証業務の概念的枠組みに関する意見書」の二　保証業務の意
味の（3）の③、平成16 年11月29日。
（22）日本公認会計士協会国際委員会訳、国際レビュー業務基準2410「事業体の独立監査人が実施する期
中財務情報のレビュー」の第７パラグラフ、2005年７月。
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（23）企業会計審議会「企業会計審議会公開草案第16号　四半期財務諸表に関する会計基準（案）」の第
54パラグラフ、平成18年11月１日。
（24）企業会計審議会、同上 公開草案第16号、第54パラグラフ。
（25）企業会計審議会、同上 公開草案第16号、第66パラグラフ。
（26）企業会計審議会、同上 公開草案第16号、第66パラグラフ。
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